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Ⅳ 勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

１ 勤務時間の状況 

 

（１）通常の勤務時間  

職員の通常の勤務時間は、次のとおりです。 

（R8.4.1 現在） 

開始時刻 終了時刻 休憩時間 勤務時間 

午前８時３０分 午後５時１５分 午後０時～午後１時 ７時間４５分 

（注）１ 勤務の性質上、特別の勤務時間の割振りをしている場合等は、この限りではない。 

２ 県立学校等では、各校の事情に応じて、それぞれ勤務時間が定められている。 

３ 育児、介護、通勤等に関する特別の事情がある職員について、公務の運営に支障がない

場合には、休憩時間を午後０時～午後０時４５分とし、勤務時間の終了時刻を 15 分繰り

上げることを認めている。（病院局、警察本部を除く。以下、（２）及び（３）において同

じ。） 

 

（２）早出遅出勤務 

    育児又は介護を行う職員で、一定の要件を満たす場合は、早出又は遅出勤務を利

用することができますが、その勤務時間は、次のとおりです。 

 

【早出勤務】 午前７時３０分～午後４時１５分 

午前７時４５分～午後４時３０分 

午前８時～午後４時４５分 

午前８時１５分～午後５時 

【遅出勤務】 午前８時４５分～午後５時３０分 

午前９時～午後５時４５分 

午前９時１５分～午後６時 

午前９時３０分～午後６時１５分 

午前９時４５分～午後６時３０分 

午前１０時００分～午後６時４５分 

     （休憩時間は、（１）の場合と同様です。） 
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    また、令和７年度における利用状況は、次のとおりです。 

    （R7.4.1～R8.3.31） 

区分 
利用者 

実人数 

左の内訳 
備考 

早出勤務 遅出勤務 

育児を行う職員 ２３人 ９人 １４人 
早出：男６人、女３人 

遅出：男６人、女８人 

介護を行う職員 １人 １人 ０人 早出：男０人、女１人 

 

（３）時差出勤 

   （１）及び（２）の勤務時間のほか、次のとおり時差出勤を実施しています。 

 

【知事部局等、教育庁等】                                     （R8.4.1 現在） 

区分 勤務時間 休憩時間 

Ａ勤務 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

午後０時から午後１時まで 

Ｂ０勤務 午前７時３０分から午後４時１５分まで 

Ｂ１勤務 午前７時４５分から午後４時３０分まで 

Ｂ２勤務 午前８時００分から午後４時４５分まで 

Ｂ３勤務 午前８時１５分から午後５時００分まで 

Ｃ１勤務 午前８時４５分から午後５時３０分まで 

Ｃ２勤務 午前９時００分から午後５時４５分まで 

Ｃ３勤務 午前９時１５分から午後６時００分まで 

Ｃ４勤務 午前９時３０分から午後６時１５分まで 

Ｃ５勤務 午前９時４５分から午後６時３０分まで 

Ｃ６勤務 午前１０時００分から午後６時４５分まで 

＜実施目的＞  

     職員の仕事と生活の調和の推進 
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【病院局】                          （R8.4.1 現在） 

＜実施目的＞ 

    各種会議等の開催等業務への対応及び職員の仕事と生活の調和の推進 

区分 勤務時間 休憩時間 

基本勤務 午前８時１５分から午後４時４５分まで 午後０時１５分から午後１時まで 

早出Ａ勤務 午前７時１５分から午後３時４５分まで 
午後０時３０分から 

午後１時１５分まで 

早出Ｂ１勤務 

午前７時１５分から午後４時まで 

午前１１時３０分から 

午後０時３０分まで 

早出Ｂ２勤務 
午後０時３０分から 

午後１時３０分まで 

早出Ｃ勤務 午前７時４５分から午後４時１５分まで 午後０時１５分から午後１時まで 

早出Ｄ１勤務 

午前７時４５分から午後４時３０分まで 

午前１１時３０分から 

午後０時３０分まで 

早出Ｄ２勤務 
午後０時３０分から 

午後１時３０分まで 

遅出Ａ勤務 午前８時４５分から午後５時１５分まで 

午後０時１５分から午後１時まで 

遅出Ｂ勤務 午前９時１５分から午後５時４５分まで 

遅出Ｃ勤務 午前９時３０分から午後６時まで 
午後０時３０分から 

午後１時１５分まで 

遅出Ｄ１勤務 

午前１０時１５分から午後６時１５分まで 

午前１１時３０分から 

午後０時３０分まで 

遅出Ｄ２勤務 
午後０時３０分から 

午後１時３０分まで 

遅出Ｅ勤務 午前１０時１５分から午後６時４５分まで 午後０時１５分から午後１時まで 

遅出Ｆ１勤務 

午前１０時１５分から午後７時まで 

午後０時１５分から 

午後１時１５分まで 

遅出Ｆ２勤務 
午後１時１５分から 

午後２時１５分まで 



- 57 - 
 

【警察本部】                         （R8.4.1 現在） 

 ＜実施目的＞ 

    職員の仕事と生活の調和の推進 

 

令和７年度における利用状況は、次のとおりです。 

   【時差出勤】                  （R7.4.1～R8.3.31） 

実施機関 期間 
Ｂ勤務の利用者 

実人数 

Ｃ勤務の利用者 

実人数 
計 

知事部局等 通年 ８４９人 ２８４人 １，１３３人 

教育庁等 通年 １５２人 ４９人 ２０１人 

 

（R7.4.1～R8.3.31） 

実施機関 期間 
早出Ａ～Ｄ２勤務

の利用者実人数 

遅出Ａ～Ｆ２勤務

の利用者実人数 
計 

病院局 通年 ２４人 ２８人 ５２人 

 

                       （R7.4.1～R8.3.31） 

実施機関 期間 
早出Ａ～Ｃ勤務

の利用者実人数 

遅出Ａ～Ｃ勤務

の利用者実人数 
計 

警察本部 通年 ５２０人 １９１人 ７１１人 

 

 

区分 勤務時間 休憩時間 

基本勤務 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

午後０時から午後１時まで 

早出Ａ勤務 午前７時００分から午後３時４５分まで 

早出Ｂ勤務 午前７時３０分から午後４時１５分まで 

早出Ｃ勤務 午前８時００分から午後４時４５分まで 

遅出Ａ勤務 午前９時００分から午後５時４５分まで 

遅出Ｂ勤務 午前９時３０分から午後６時１５分まで 

遅出Ｃ勤務 午前１０時００分から午後６時４５分まで 
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２ 休暇 

   職員の休暇には、年次休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間がありま

すが、それらの令和７年中（介護休暇及び介護時間については、令和７年度中）の取

得状況については、次のとおりです。    

 

（１）年次休暇の取得状況 

  （R7.1.1～R7.12.31） 

総付与日数 

A 

総取得日数 

B 

対象職員数 

C 

平均取得日数 

B／C 

消化率 

B／A 

620,157.1 230,526.8 16,319 14.1 37.2% 

（注）１ 対象職員には、派遣職員、暫定（定年前）再任用短時間勤務職員、育児短時間勤務職員、

期間中に育児休業又は休職をした職員、調査対象期間の中途に採用された職員は含まない。 

２ 半日は 0.5 日とし、時間数は７時間４５分を１日に換算して計上している。 

 

（２）病気休暇の取得状況 

      （R7.1.1～R7.12.31） 

取得者実人数 
取得実績（延べ） 

日数 時間数 

5,151 54,909.5 20,930.0 

（注）１ 対象職員には、派遣職員及び暫定（定年前）再任用短時間勤務職員、育児短時間勤務職

員は含まない。（以下、特別休暇、介護休暇、介護時間及び育児休業等において同じ。） 

２ 取得実績については、１日単位で取得したものは「日数」に、１時間単位で取得したも

のは「時間数」に計上している。なお、半日は 0.5 日として計上している。 



- 59 - 
 

（３）特別休暇の取得状況 

              （R7.1.1～R7.12.31） 

種類 

（R8.4.1 現在） 
付与日数（概要） 

取得者 

実人数

（人） 

取得実績（延べ） 

日 数 

（日） 

時間数 

（時間） 

選挙等休暇 必要と認められる期間 9 1.0 13 

証人等休暇 必要と認められる期間 6 3 13 

骨髄移植等休暇 必要と認められる期間 2 1 1 

ボランティア休暇 ７日 5 9 28 

結婚休暇 連続７日 218 1249.5 0 

出生サポート休暇 １２日 57 139.5 686.5 

妊婦の業務軽減等休暇 
必要と認められる期間 

（適宜の休息又は補食） 
11 0 150.75 

妊婦の通勤緩和休暇 
必要と認められる期間 

（１日１時間以内） 
18 0 416 

妊産婦通院休暇 必要と認められる期間 191 486.5 993 

産前休暇 ８週間（多胎妊娠は 14 週間） 242 9743 0 

産後休暇 ８週間 239 9441 0 

育児休暇 １日２回、各 60 分以内 138 0 8175.1 

健康管理休暇 必要な期間 186 506.5 462 

配偶者出産休暇 ３日 209 470 359 

育児参加休暇 ５日 141 412 383.75 

子の看護等休暇 ５日（２人以上は 10 日） 3485 9156 29374 

短期介護休暇 ５日（２人以上は 10 日） 563 1339 4629.5 

服忌休暇 １日～連続 10 日 2195 6147 641 

祭日休暇 １日 233 234 78 

夏季休暇 ５日 17210 85039 375.58 

現住居の滅失等休暇 必要と認められる期間 4 20 31 

出勤困難休暇 必要と認められる期間 667 477.5 1111 

退勤途上の危険回避休暇 必要と認められる期間 192 6.5 676 

（注） 取得実績については、１日単位で取得したものは「日数」に、１時間単位で取得したものは

「時間数」に計上している。なお、半日は 0.5 日とし、30分は１時間として計上している。 
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（４）介護休暇・介護時間の取得状況 

（R7.4.1～R8.3.31） 

 介護休暇取得者数（人） 介護時間取得者数（人） 

男性職員 1 1 

女性職員 13 4 

計 14 5 

 

３ 育児休業等の取得状況 

 

（１）育児休業の取得状況 

育児休業の令和７年度中の取得状況は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

  【承認期間別】 

 

育児休業承認期間別（令和７年度新規取得者） （人） 

計 
6 月以下 

6 月超え 

1 年以下 

1 年超え 

1 年 6 月以下 

1 年 6 月超え 

2 年以下 

2 年超え 

2 年 6 月以下 
2 年 6 月超え 

男性職員 207 9 0 1 0 0 217 

女性職員 12 94 72 37 16 21 252 

計 149 97 81 24 7 20 378 

 

  また、令和７年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数（前年度に取得可能

となった職員を除く。）と、育児休業取得率は次のとおりです。 

 
令和７年度中に新たに育児休業が 

取得可能となった職員 （人） 
育児休業取得率 

男性職員 307 70.7％ 

女性職員 252 100.0％ 

計 559 83.9％ 

（男性職員）当該年度中に子が生まれた者 

（女性職員）当該年度中に育児休業を取得できる状態となった者（産後休暇中の者を除く。） 

（育児休業取得率）令和７年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数に対する同年

度中に新たに育児休業を取得した職員数の割合 

 
育児休業取得者数 （人） 

令和７年度新規取得者 再度取得した者 

男性職員 217 21 

女性職員 252 1 

計 469 22 
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（２）部分休業の取得状況 

部分休業の令和７年度中の取得状況は、次のとおりです。 

 

部分休業取得者数（人） 

令和７年４月～９月 
令和７年１０月～令和８年３月 

第１号部分休業 第２号部分休業 

男性職員 3 3 0 

女性職員 41 161 0 

計 44 164 0 

 

（３）育児短時間勤務の取得状況 

育児短時間勤務は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、週 19 時

間 25 分、19 時間 35 分、23 時間 15 分又は 24 時間 35 分の短時間勤務を可能とする

ものですが、令和７年度中の取得状況は、次のとおりです。 

 
育児短時間勤務取得者数 （人） 

令和７年度新規取得者 

男性職員 1 

女性職員 7 

計 8 

 

【勤務形態別】 

 

勤務形態別（令和７年度新規取得者） （人） 

計 １日３時間 55 分 

（週 19 時間 35 分） 

１日４時間 55 分 

（週 24 時間 35 分） 

週３日 

（週23時間15分） 

週２日半 

（週19時間25分） 

男性職員 0 1 0 0 1 

女性職員 3 4 0 0 7 

計 3 5 0 0 8 

 

４ 修学部分休業の取得状況 

修学部分休業は、大学等における修学のため、２年以内、１週間の勤務時間の２分

の１以内の休業を可能とするものですが、令和７年度中の取得者はありませんでした。 

 

５ 高齢者部分休業の取得状況 

高齢者部分休業は、定年退職日前５年以内の日から定年退職日までの期間における

１週間の勤務時間の２分の１以内の休業を可能とするものですが、令和７年度中の取

得状況は、次のとおりです。 
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取得者数（人） 

令和７年度新規取得者 前年度から取得中の者 

男性職員 0 0 

女性職員 0 1 

計 0 1 

 

６ 自己啓発等休業の取得状況 

自己啓発等休業は、大学等課程の履修又は国際貢献活動のため、大学等課程の履修

については２年以内、国際貢献活動については３年以内の休業を可能とするものです

が、令和７年度中の取得状況は、次のとおりです。 

 

 

自己啓発等休業取得者数 （人） 

令和７年度新規取得者 前年度から取得中の者 

大学等課程の履修 国際貢献活動 大学等課程の履修 国際貢献活動 

男性職員 0 0 0 0 

女性職員 0 0 1 0 

計 0 0 1 0 

 

７ 配偶者同行休業の取得状況 

配偶者同行休業は、外国で勤務等をする配偶者と外国において生活を共にするため、

３年以内の休業を可能とするものですが、令和７年度中の取得者はありませんでした。 

 


